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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第２期中から半期報告書を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

回次 第２期中 第３期中 第１期 第２期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 567,944 667,726 1,066,577 1,195,313 

経常利益（百万円） 5,627 6,489 15,266 10,431 

中間（当期）純利益 

（百万円） 
3,080 3,209 6,489 3,207 

純資産額（百万円） 112,775 121,943 108,409 111,075 

総資産額（百万円） 573,763 616,377 513,188 609,351 

１株当たり純資産額（円） 3,279.47 3,435.56 3,207.01 3,281.01 

１株当たり中間（当期）純利

益（円） 
90.41 90.42 194.85 91.81 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
－ － － － 

自己資本比率（％） 19.6 19.8 21.1 18.2 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△3,887 △7,021 2,297 10,169 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△3,246 △6,467 △760 △4,039 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△1,049 △1,454 1,428 △7,566 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（百万円） 
50,641 44,360 57,900 57,379 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（人） 

7,704 

(1,817) 

7,995 

(2,095) 

6,815 

(1,399) 

7,549 

(1,732) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．営業収益には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第２期中から半期報告書を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

回次 第２期中 第３期中 第１期 第２期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
９月29日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

営業収益（百万円） 4,201 1,511 5,758 6,077 

経常利益（百万円） 3,800 1,055 5,438 5,233 

中間（当期）純利益 

（百万円） 
3,839 1,063 5,423 5,278 

資本金（百万円） 3,450 3,635 3,380 3,450 

発行済株式総数（千株） 34,541 36,395 33,801 34,541 

純資産額（百万円） 104,059 110,722 98,242 102,115 

総資産額（百万円） 105,657 112,237 98,307 103,668 

１株当たり純資産額（円） 3,014.41 3,119.42 2,907.69 3,018.22 

１株当たり中間（当期）純利

益（円） 
112.42 29.92 160.50 154.51 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
－ － － － 

１株当たり中間（年間）配当

額（円） 
25.00 34.00 25.00 50.00 

自己資本比率（％） 98.5 98.6 99.9 98.5 

従業員数（人） 16 20 16 22 



２【事業の内容】 

 当社は、グループ全体の経営ビジョンの策定、それに基づく経営計画の立案を行うとともに、グループとして経営

資本を有効に活用し継続的な企業価値の向上を図ることを基本的な役割としております。 

 当社グループは、医薬品、医療用検査試薬、医療機器・用具の卸販売を行う医薬品等卸売事業と医薬品、医療用検

査試薬、医療機器・用具の製造販売を行う医薬品等製造事業を主たる事業としております。 

 当中間連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

 当中間連結会計期間における、各部門に係る主要な関係会社の異動は次のとおりであります。 

（医薬品等卸売事業） 

 平成17年４月１日に、株式会社岡内勧弘堂および弘和薬品株式会社を株式交換により当社の完全子会社としたことに

伴い、連結子会社が２社増加いたしました。 

  

（医薬品等製造事業） 

 主要な関係会社の異動はありません。 

（その他事業） 

 主要な関係会社の異動はありません。 



 当社と、主な関係会社の位置付けは次のとおりであります。 

（注）１．平成17年10月１日に、㈱岡内勧弘堂が弘和薬品㈱およびダイワ薬品㈱を吸収合併し、商号を四国アルフレ

ッサ㈱に変更しております。 

２．平成17年10月１日に、成和産業㈱が株式交換により当社の完全子会社となっております。同社は特定子会

社に該当いたします。 



３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

名称 住所 
資本金 
（百万円）

主要な事業の内容 
議決権の
所有割合 
（％） 

関係内容 

 （連結子会社）      

 ㈱岡内勧弘堂  香川県高松市 46  医薬品等卸売事業 100.0 

 経営指導に関する基本契約

を締結しております。 

 役員の兼任：１名 

 弘和薬品㈱  徳島県徳島市 55  医薬品等卸売事業 
100.0 

  

 経営指導に関する基本契約

を締結しております。 

  役員の兼任：１名 



４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、純粋持株会社である当社の従業員数であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．上記従業員のなかに、執行役員３名は含んでおりません。 

２．当社従業員のうち19人はアルフレッサ株式会社からの出向者であります。 

(3）労働組合の状況 

 当社の完全子会社であるアルフレッサ株式会社において「アズウェル労働組合」「福神労働組合」、アルフレッ

サ ファーマ株式会社において「アルフレッサ ファーマ労働組合」が組織されております。 

 労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

医薬品等卸売事業 
6,896 

(1,910) 

医薬品等製造事業 
660 

(138) 

その他事業 
419 

(47) 

全社（共通） 
20 

(－) 

合計 
7,995 

(2,095) 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 20 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰があったものの、企業収益に改善がみられ、設備投資

や個人消費が増加傾向になるなど、緩やかな回復基調で推移いたしました。 

 医薬品市場におきましては、生活習慣病関連薬剤の売上が好調であったことや年初来の花粉症の流行等の影響によ

り５％程度の市場伸長となりました。一方、国立病院機構などの医薬品一括共同購入の実施、チェーン調剤薬局との

厳しい価格交渉や同業者間の競争激化などによる販売価格の低下は鎮静化しているものの、引き続き厳しい経営環境

にて推移いたしました。 

 このような環境のなか、当社グループは、平成20年３月期を最終年度とする中期経営計画のスタート年度にあた

り、共同仕入の拡大や共同販売促進活動を推進するなど、計画の達成に向けグループ各社一体となって取り組んでお

ります。 

 当社グループは、「医薬品卸業界Ｎｏ.１」を目指すため、全国の友好企業との業務提携や資本提携を進め、グルー

プの拡大を図っております。本年４月には、当社が株式会社岡内勧弘堂（香川県）、弘和薬品株式会社（徳島県）お

よびダイワ薬品株式会社（愛媛県）を簡易株式交換により完全子会社化し、当社およびアルフレッサ株式会社がシー

エス薬品株式会社（愛知県）と業務提携契約書を締結いたしました。また、５月には、当社が成和産業株式会社（広

島県）と平成17年10月１日を株式交換の日とする株式交換契約書を締結いたしました。さらに、９月には、当社およ

びアルフレッサ株式会社が業務提携を行っていた明祥株式会社（石川県）と経営統合に関する基本合意、アルフレッ

サ株式会社が小西医療器株式会社（大阪府）とＳＰＤ事業等に関する業務提携契約書を締結するなど、グループの拡

大に積極的に取り組んでまいりました。 

 このような体制のなか、当中間連結会計期間の連結業績は、売上高667,726百万円（前年同期比17.6％増）、営業利

益4,239百万円（前年同期比18.4％増）、経常利益6,489百万円（前年同期比15.3％増）、中間純利益3,209百万円（前

年同期比4.2％増）となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績状況は以下のとおりです。 

  

医薬品等卸売事業におきましては、首都圏を中心に展開している配送専門職（ＳＡ-Sales Assistant）による多頻

度定時配送を関西・東海エリアに一部導入し、調剤薬局への販売強化を図ってまいりました。また、新製品の販売強

化や新規顧客開拓に注力するなど、売上高においては順調に推移いたしました。一方、利益面におきましては、売買

差益を意識した適正な価格での販売を徹底するとともに、ローコスト経営を推進してまいりました。 

 また、病院に対するＳＰＤ事業と医療材料の卸売業を主な業務とし、昨年12月に設立したアルフレッサ ピップトウ

キョウ株式会社が、本年４月より本格的に事業を開始し病院に対するサポート体制をより充実させてまいりました。 

 これらの結果、売上高659,523百万円（前年同期比17.9％増）、営業利益4,048百万円（前年同期比22.0％増）とな

りました。なお、売上高にはセグメント間の内部売上高２百万円を含んでおります。 

 

  医薬品等製造事業におきましては、肝臓疾患用剤・高脂質血症改善剤「ＥＰＬカプセル」、鉄欠乏性貧血治療剤

「インクレミンシロップ」、トロンボキサン合成酵素阻害剤「オキリコン」および医療機器分野の脊椎固定用ケーブ

ル「ネスプロンケーブルシステム」の売上増加が業績に寄与したものの、他の既存品の売上が伸び悩みました。 

  これらの結果、売上高10,360百万円（前年同期比0.4％増）、営業利益67百万円（前年同期比78.0％減）となりまし

た。なお、売上高にはセグメント間の内部売上高2,376百万円を含んでおります。 

  

 その他事業におきましては、売上高1,818百万円（前年同期比5.1％増）、営業利益31百万円（前年同期比66.2％

減）となりました。なお、売上高にはセグメント間の内部売上高1,595百万円を含んでおります。 

  

(2)キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前中間純利益5,990百万

円等があったものの、仕入債務の減少13,459百万円、有形固定資産の取得による支出2,423百万円、長期前払費用の取

得による支出2,392百万円があったこと等により、現金及び現金同等物の減少額は14,932百万円となり、当中間連結会

計期間末には44,360百万円（対前連結会計年度末22.7％減）となりました。 

 



（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 営業活動の結果減少した資金は7,021百万円（前年同期比80.6%増）となりました。これは主として税金等調整前中

間純利益5,990百万円、たな卸資産の減少4,188百万円があった一方で仕入債務の減少13,459百万円があったこと等に

よるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果減少した資金は6,467百万円（前年同期比99.2%増）となりました。これは主として有形固定資産の

取得による支出2,423百万円、長期前払費用の取得による支出2,392百万円があったこと等によるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果減少した資金は1,454百万円（前年同期比38.6%増）となりました。これは主として短期借入金の減

少1,254百万円、配当金の支払額845百万円があったこと等によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

 当中間連結会計期間の生産、受注及び販売の実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

(1）生産実績 

 （注）１．医薬品等卸売事業およびその他事業については、該当ありません。 

２．金額は販売見込価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 生産は見込生産で受注生産は行っておりません。 

(3）商品仕入実績 

 （注）１．その他事業については該当ありません。 

２．金額は実際の仕入額によっており、消費税等は含まれておりません。 

３．消去しているセグメント間の内部仕入高は、2,376百万円（前年同期比113.5％）であり、上記金額に含めて

    記載しております。 

(4）販売実績 

 （注）１．金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．消去しているセグメント間の内部売上高は、3,975百万円（前年同期比109.3％）であり、上記金額に含めて

    記載しております。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

医薬品等製造事業 5,220 108.1 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

医薬品等卸売事業 605,826 114.8 

医薬品等製造事業 4,557 108.9 

合計 610,383 114.8 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

医薬品等卸売事業 659,523 117.9 

医薬品等製造事業 10,360 100.4 

その他事業 1,818 105.1 

合計 671,701 117.6 



３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 



４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した重要な契約等は次のとおりであります。 

＜技術援助等を受けている契約＞ 

＜販売提携契約＞ 

＜製造販売権承継契約＞ 

＜株式交換による株式会社岡内勧弘堂、弘和薬品株式会社およびダイワ薬品株式会社の完全子会社化について＞ 

 当社は、平成17年１月11日に株式会社岡内勧弘堂、弘和薬品株式会社およびダイワ薬品株式会社との間で締結した

株式交換契約に基づき、平成17年４月１日をもって、３社を当社の完全子会社とする簡易株式交換を行いました。 

 なお、詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １ 中間連結財務諸表等（１）中間連結財務諸表」の重要な後

発事象に記載のとおりであります。 

＜シーエス薬品株式会社との業務提携契約＞ 

＜株式交換による成和産業株式会社の完全子会社化について＞ 

 当社は、平成17年５月12日に成和産業株式会社との間で株式交換契約を締結し、平成17年６月29日開催の当社定時

株主総会の承認決議を経て、平成17年10月１日をもって、当社の完全子会社とする株式交換を行いました。 

 なお、詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １ 中間連結財務諸表等（１）中間連結財務諸表」の重要な後

発事象に記載のとおりであります。 

契約会社名 相手方の名称 国名 契約内容 対価の支払 契約期間 

 アルフレッサ  

ファーマ㈱ 

（連結子会社） 

アンジェス  

ＭＧ㈱  
日本  

ＮＦκＢデコイオリゴ核

酸を含有する医療用医

薬品の共同開発 

契約一時金お

よび開発費の

按分負担 

平成17年６月30日から

上市後10年または特許

満了日 

契約会社名 相手方の名称 国名 契約内容 対価の支払 契約期間 

 アルフレッサ 

ファーマ㈱ 

（連結子会社） 

ロート製薬㈱  日本  

体外診断用医薬品（チ

ェックＦｌｕＡ・Ｂ）

販売提携 

－ 

平成17年５月27日から

平成20年３月31日（以

降１年毎自動更新） 

契約会社名 相手方の名称 国名 契約内容 対価の支払 契約締結日 

 アルフレッサ 

ファーマ㈱ 

（連結子会社） 

ノバルティス 

ファーマ㈱  
日本  

「アナフラニール®」 

製造販売権承継 

契約発効時一

定額の一時金 
平成17年９月27日 

契約会社名 相手方の名称 国名 契約内容 契約締結日 

アルフレッサ ホ

ールディングス 

㈱ 

（当社） 

 アルフレッサ㈱ 

（連結子会社） 

シーエス薬品

㈱  
日本  

シーエス薬品㈱はアルフレッサ㈱と医

療用医薬品等卸売事業に関する営業、

システム、仕入、物流、販売促進、管

理等のあらゆる分野における業務に関

して、機能の効率化と徹底した業務コ

ストの省力化による経営の健全化を目

的とした業務提携を締結する。 

平成17年４月26日 



＜小西医療器株式会社との業務提携契約＞ 

 当社の完全子会社であるアルフレッサ株式会社は、平成17年9月13日開催の取締役会において、小西医療器株式会

社とＳＰＤ事業等に関する業務提携を行なうことを決議し、同日、業務提携契約を締結いたしました。 

（１）業務提携の内容 

 トータルＳＰＤシステム構築、ＳＰＤの営業の効率化、院内作業の共同化および診療材料の共同仕入、各種情報交

換等のための協力体制 

（２）小西医療器株式会社の概要 

  ①事業内容   医療用機器および器具の卸販売 

  ②設立年月日 昭和25年5月8日 

    ③本店所在地 大阪市中央区北浜東2番10号 

  ④代表者     代表取締役社長 小西賢三 

  ⑤資本金     50百万円（平成17年8月31日現在） 

＜明祥株式会社との経営統合に係る基本合意書締結について＞ 

＜明祥株式会社との株式交換に関する覚書締結について＞ 

 当社は、平成17年12月６日開催の取締役会において、平成18年４月１日を目処に、商法第352条に基づく株式交

換を行い、明祥株式会社を完全子会社とすることを決議し、同日、株式交換に関する覚書を締結いたしました。な

お、詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １ 中間連結財務諸表等（１）中間連結財務諸表」の重要な後発

事象に記載のとおりであります。 

契約会社名 相手方の名称 国名 契約内容 契約締結日 

アルフレッサ ホ

ールディングス

㈱ 

（当社） 

明祥㈱  日本  

アルフレッサ ホールディングス㈱およ

び明祥㈱の経営統合の具体的な形態、

方法およびスケジュールの具体的な協

議を開始する。なお、経営統合の日は

平成18年４月１日を目標とする。 

平成17年９月13日 



５【研究開発活動】 

 当社グループにおきましては、製品の自社開発に加え、他社からの導入開発および他社との共同開発に積極的に取

り組んでおり、そのための評価体制、開発体制の強化、整備に努めております。 

 当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費の総額は715百万円であり、これはすべて医薬品等製造事

業を行っているアルフレッサ ファーマ株式会社によるものであります。 

 医療用医薬品につきましては、平成17年3月に製造承認申請いたしました過眠性の慢性睡眠障害（ナルコレプシ

ー）治療剤「ＣＮ－８０１」の長期投与試験を実施中であります。また、ＮＦκＢデコイオリゴを用いたアトピー性

皮膚炎治療薬の開発について、アンジェスＭＧ株式会社と共同開発契約を平成17年６月に締結いたしました。この

他、プランルカスト水和剤ドライシロップ製剤の後発品開発について、大正薬品工業株式会社と共同開発を進めてお

ります。 

 体外診断用医薬品につきましては、平成17年３月に製造承認申請しておりましたフェリチン（貯蔵鉄、癌マーカ

ー）測定用試薬およびＮＥＦＡ（遊離脂肪酸）測定用試薬の製造承認を平成17年６月に取得いたしました。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、連結子会社が２社増加したため、以下の設備が新たに当社グループの主要な設備と

なりました。当該設備の状況は、下記のとおりであります。 

 国内子会社 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、機械装置及び運搬具ならびに器具及び備品であります。 

２．金額には消費税等は含まれておりません。 

３．従業員数の（ ）内は臨時従業員数であり、外書きしております。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 設備投資については、物流センターの機器更新を中心に、物流機能の向上と営業施設の充実を進めてまいります。

また、既存の事業所・営業所の設備についても、必要に応じて整備・更新を進めてまいります。 

 設備計画は原則的に連結会社各社が個別に策定しております。 

  ㈱恒和薬品・郡山医薬品センターの基幹物流システムについては、コンピュータ機器等の取得方法をリースから購

入に変更したため、投資予定額が383百万円から1,000百万円となり、資金調達方法が「自己資金」から「借入金」に

変更となっております。これにより、完了予定年月を平成18年４月から平成18年５月に延期しております。 

 なお、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画は次のとおりであります。

 （１）重要な設備の新設等 

 （注）平成17年３月期の有価証券報告書において開示しておりました「城南医薬品センター(仮称)」の名称は「目黒医

薬品センター」に変更しております。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容

帳簿価額（百万円） 
  従業 

員数
（人） 建物及び

構築物 
土地 
(面積㎡)

その他 合計 

㈱岡内勧弘堂 

本社 

（香川県高

松市）  

医薬品等

卸売事業 

統括業務

施設・営

業施設・

物流セン

ター  

55 
270 

(23,810)
22 349 

94 

(32) 

弘和薬品㈱  

本社 

（徳島県徳

島市）  

医薬品等

卸売事業 

統括業務

施設・営

業施設・

物流セン

ター  

154 
30 

(9,918)
11 196 

118 

(3) 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達方
法 

着手及び完了予定年月 
完了後の増
加能力 総額 

（百万円）
既支払額 
（百万円）

着手 完了 

アルフレッサ

㈱  

目黒医薬品セ

ンター 

（東京都目黒

区） 

医薬品等卸売

事業 

物流センター

及び営業事務

所 

1,810 180 自己資金  平成17年11月 平成19年２月 

配送効率化

のための建

物建設 



  

 （２）重要な設備の改修 

 （３）重要な設備の除却等 

     該当事項はありません。 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達方
法 

着手及び完了予定年月 
完了後の増
加能力 総額 

（百万円）
既支払額 
（百万円）

着手 完了 

アルフレッサ

㈱  

兵庫物流セン

ター 

（兵庫県神戸

市） 

医薬品等卸売

事業 
倉庫内改修 240 －  自己資金 平成17年８月 平成18年１月 

商品取扱量

の拡大 

アルフレッ

サ ファーマ

㈱ 

開発研究本部 

（大阪府茨木

市） 

医薬品等製造

事業  

事務所改修・

遊休設備の整

理 

318 33  自己資金 平成17年６月 平成18年２月 耐震等 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注） 発行済株式総数増減数、資本金増減額および資本準備金増減額は株式会社岡内勧弘堂、弘和薬品株式会社および

ダイワ薬品株式会社との株式交換による増加であります。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 135,000,000 

計 135,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月14日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 36,395,848 38,775,353 

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

各市場第一部 

－ 

計 36,395,848 38,775,353 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成17年４月１日 1,854,434 36,395,848 185 3,635 9,127 101,415 



(4）【大株主の状況】 

 （注）１．上記の信託銀行所有株式数のうち、信託業務に係る株式を次のとおり含んでおります。 

２．当社は、自己株式を901千株所有しておりますが、上記大株主からは除外しております。 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

ステートストリートバンク

アンドトラストカンパニー

（常任代理人 株式会社み

ずほコーポレート銀行兜町

証券決済業務室） 

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 U.S.A. 

（東京都中央区日本橋兜町6-7） 
2,387 6.56 

アルフレッサ ホールディ

ングス社員持株会 
東京都千代田区大手町1-1-3  1,768 4.85 

福神 邦雄 東京都世田谷区北沢4-19-5 1,659 4.55 

三共株式会社 東京都中央区日本橋本町3-5-1 849 2.33 

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社（信託

口） 

東京都中央区晴海1-8-11 817 2.24 

福神 雄介 東京都渋谷区恵比寿南3-12-8-711 663 1.82 

日本マスタートラスト信託

銀行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町2-11-3 637 1.75 

エーザイ株式会社 東京都文京区小石川4-6-10 631 1.73 

アステラス製薬株式会社 東京都中央区日本橋本町2-3-11 630 1.73 

岩崎興産株式会社 埼玉県熊谷市鎌倉町77  604 1.66 

計 ― 10,649 29.26 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 817千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 637千株



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,700株含まれております。また、

「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が17個含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式(自己保有株 

 式) 901,400 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 35,328,200 353,282 － 

単元未満株式 普通株式 166,248 － － 

発行済株式総数 36,395,848 － － 

総株主の議決権 － 353,282 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式）

アルフレッサ ホ

ールディングス株

式会社 

東京都千代田区大

手町1-1-3 
901,400 － 901,400 2.47 

計 － 901,400 － 901,400 2.47 

月別 平成17年４月 平成17年５月 平成17年６月 平成17年７月 平成17年８月 平成17年９月 

最高（円） 4,850 5,210 5,080 5,050 5,070 5,280 

最低（円） 4,250 4,710 4,810 4,850 4,550 4,650 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30

日まで）及び当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中

間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 

（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１．現金及び預金 ※２   42,990     45,801     57,148   

２．受取手形及び売掛
金 

    320,527     349,706     338,202   

３．有価証券     9,828     1,061     2,254   

４．たな卸資産     70,554     66,994     69,111   

５．未収入金     26,034     34,793     34,489   

６．その他 ※５   4,670     4,462     4,605   

貸倒引当金     △1,046     △769     △805   

流動資産合計     473,560 82.5   502,049 81.5   505,006 82.9 

Ⅱ 固定資産                     

１．有形固定資産 ※１                   

(1）建物及び構築物 ※２   19,982     20,392     20,158   

(2）土地 ※２   31,748     34,976     31,723   

(3）その他     3,894     2,807     3,750   

有形固定資産合計     55,625 9.7   58,176 9.4   55,632 9.1 

２．無形固定資産     3,691 0.7   4,633 0.7   3,959 0.7 

３．投資その他の資産                     

(1）投資有価証券 ※２   18,383     26,903     20,914   

(2）その他 ※２   25,639     28,690     27,993   

貸倒引当金     △3,137     △4,076     △4,154   

投資その他の資産
合計 

    40,885 7.1   51,518 8.4   44,753 7.3 

固定資産合計     100,202 17.5   114,327 18.5   104,345 17.1 

資産合計     573,763 100.0   616,377 100.0   609,351 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 

（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１．支払手形及び買掛
金 

※２   412,717     446,169     450,682   

２．短期借入金 ※２   5,731     3,449     4,676   

３．一年以内償還予定
社債 

※２   －     600     500   

４．引当金     4,823     5,306     5,441   

５．その他 
※２ 
※６ 

  8,175     8,598     7,901   

流動負債合計     431,448 75.2   464,124 75.3   469,200 77.0 

Ⅱ 固定負債                     

１．社債 ※２   600     －     100   

２．長期借入金 ※２   433     1,044     700   

３．退職給付引当金     19,948     19,863     19,339   

４．役員退職慰労引当金     308     287     369   

５．債務保証損失引当金     659     572     588   

６．連結調整勘定     1,178     1,516     926   

７．その他     2,081     2,688     2,380   

固定負債合計     25,209 4.4   25,972 4.2   24,405 4.0 

負債合計     456,657 79.6   490,096 79.5   493,605 81.0 

            

（少数株主持分）                     

少数株主持分     4,329 0.8   4,337 0.7   4,670 0.8 

            

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     3,450 0.6   3,635 0.6   3,450 0.6 

Ⅱ 資本剰余金     21,356 3.7   28,201 4.6   21,356 3.5 

Ⅲ 利益剰余金     86,008 15.0   87,504 14.2   85,274 14.0 

Ⅳ 土地再評価差額金     △2,976 △0.5   △2,922 △0.5   △2,977 △0.5 

Ⅴ その他有価証券評価
差額金 

    5,410 0.9   8,820 1.4   6,520 1.0 

Ⅵ 為替換算調整勘定     △7 △0.0   △0 △0.0   △22 △0.0 

Ⅶ 自己株式     △466 △0.1   △3,294 △0.5   △2,525 △0.4 

資本合計     112,775 19.6   121,943 19.8   111,075 18.2 

負債、少数株主持分
及び資本合計 

    573,763 100.0   616,377 100.0   609,351 100.0 

          



②【中間連結損益計算書】 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
 要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     567,944 100.0   667,726 100.0   1,195,313 100.0 

Ⅱ 売上原価     520,055 91.6   615,352 92.2   1,097,279 91.8 

差引計     47,888 8.4   52,374 7.8   98,034 8.2 

返品調整引当金戻
入額 

    614 0.1   749 0.1   681 0.1 

返品調整引当金繰
入額 

    666 0.1   638 0.1   767 0.1 

売上総利益     47,835 8.4   52,484 7.8   97,948 8.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   44,256 7.8   48,245 7.2   91,414 7.6 

営業利益     3,579 0.6   4,239 0.6   6,534 0.6 

Ⅳ 営業外収益                     

１．受取利息   61     55     115     

２．受取配当金   179     205     258     

３．受取情報料   1,244     1,406     2,563     

４．連結調整勘定償却
額 

  145     200     288     

５．その他   647 2,278 0.4 540 2,408 0.4 1,233 4,458 0.4 

Ⅴ 営業外費用                     

１．支払利息   28     41     67     

２．支払手数料   41     16     47     

３．退職割増金   53     －     －     

４．その他   107 230 0.0 100 158 0.0 447 561 0.1 

経常利益     5,627 1.0   6,489 1.0   10,431 0.9 

Ⅵ 特別利益                     

１．固定資産売却益 ※２ －     98     －     

２．貸倒引当金戻入額   211     119     －     

３．債務保証損失引当
金戻入額 

  － 211 0.0 16 234 0.0 72 72 0.0 

Ⅶ 特別損失                     

１．固定資産売却損 ※３ －     10     －     

２．固定資産除却損 ※４ 82     96     273     

３．投資有価証券売却
損 

  －     47     －     

４．減損損失 ※５ 122     176     771     

５．リース解約損   －     32     153     

６．統合費用 ※６ 207     －     286     

７．関係会社清算損   －     －     485     

８．早期退職金 ※７ －     －     2,961     

９．長期前払費用一時
償却額 

  －     69     －     

10．借地権一時償却額   －     83     －     

11．役員退職慰労金   －     144     －     

12．業務委託契約解約
損 

  － 412 0.1 72 733 0.1 － 4,932 0.4 

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    5,425 0.9   5,990 0.9   5,571 0.5 

法人税、住民税及
び事業税 

  2,474     3,042     3,159     

法人税等調整額   △319 2,155 0.4 △268 2,773 0.4 △1,150 2,009 0.2 

少数株主利益     190 0.0   8 0.0   354 0.0 

中間（当期）純利
益 

    3,080 0.5   3,209 0.5   3,207 0.3 

          



③【中間連結剰余金計算書】 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
の連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）               

Ⅰ 資本剰余金期首残高     18,623   21,356   18,623 

Ⅱ 資本剰余金増加高               

１．株式交換による増加高   2,732   6,791   2,732   

２．自己株式処分差益   － 2,732 53 6,844 － 2,732 

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末)残高     21,356   28,201   21,356 

       

（利益剰余金の部）               

Ⅰ 利益剰余金期首残高     84,048   85,274   84,048 

Ⅱ 利益剰余金増加高               

１．中間(当期)純利益   3,080   3,209   3,207   

２．持分法適用除外による増加高   6 3,087 － 3,209 6 3,214 

Ⅲ 利益剰余金減少高               

１．配当金   844   845   1,707   

２．役員賞与   56   78   56   

３．土地再評価差額金取崩額   225 1,126 54 979 223 1,988 

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高     86,008   87,504   85,274 

      



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約 
連結キャッシュ・フロー計算書
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロ
ー 

        

１．税金等調整前中間（当期）純利
益 

  5,425 5,990 5,571 

２．減価償却費   1,225 1,811 2,659 

３．貸倒引当金の減少額   △723 △166 △80 

４．賞与引当金の減少額   △306 △160 － 

５．退職給付引当金の増加(△減少)
額 

  194 277 △789 

６．役員退職慰労引当金の減少額   △1,055 △280 △1,028 

７．受取利息及び受取配当金   △240 △261 △373 

８．支払利息   28 41 67 

９．連結調整勘定償却額   △145 △200 △288 

10．減損損失   122 176 771 

11．固定資産売却益   － △98 － 

12．固定資産除売却損   82 106 273 

13．売上債権の減少(△増加)額   2,797 △2,998 △13,035 

14．たな卸資産の減少(△増加)額   △11,979 4,188 △8,876 

15．未収入金の増加額   △221 △121 △8,161 

16．仕入債務の増加(△減少)額   4,231 △13,459 36,002 

17．未払金の減少額   － △2,225 － 

18．その他   △435 632 2,027 

小計   △1,001 △6,749 14,740 

19．利息及び配当金の受取額   234 256 366 

20．利息の支払額   △25 △40 △64 

21．法人税等の支払額   △3,095 △488 △4,871 

営業活動によるキャッシュ・フロ
ー 

  △3,887 △7,021 10,169 

 



    

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約 
連結キャッシュ・フロー計算書
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロ
ー 

        

１．定期預金の預入による支出   △433 △723 △703 

２．定期預金の払戻による収入   200 243 891 

３．有価証券の取得による支出   － － △129 

４．有形固定資産の取得による支出   △1,276 △2,423 △2,227 

５．有形固定資産の売却による収入   37 343 97 

６．無形固定資産の取得による支出   △1,714 △1,222 △2,194 

７．無形固定資産の売却による収入   － 4 － 

８．長期前払費用の取得による支出   － △2,392 － 

９．投資有価証券の取得による支出   △40 △484 △77 

10．投資有価証券の売却等による収
入 

  164 106 187 

11．貸付による支出   △151 △102 △265 

12．貸付金の回収による収入   198 113 425 

13．関係会社整理に伴う収入   87 － － 

14．その他   △317 70 △43 

投資活動によるキャッシュ・フロ
ー 

  △3,246 △6,467 △4,039 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロ
ー 

        

１．短期借入金の純増加(△減少)額   151 △1,254 △1,835 

２．長期借入による収入   200 700 300 

３．長期借入金の返済による支出   △490 △328 △1,259 

４．社債の償還による支出   － － △100 

５．自己株式の売却による収入   － 318 － 

６．自己株式の取得による支出   △38 △24 △2,097 

７．配当金の支払額   △843 △845 △2,546 

８．少数株主への配当金の支払額   △27 △21 △27 

財務活動によるキャッシュ・フロ
ー 

  △1,049 △1,454 △7,566 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差
額 

  2 11 △6 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加(△減
少)額 

  △8,180 △14,932 △1,442 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   57,900 57,379 57,900 

Ⅶ 株式交換による現金及び現金同等
物の増加額 

  921 1,912 921 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高 

  50,641 44,360 57,379 

  



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  (1）連結子会社の数 ９社 

 主要な連結子会社の名称 

 ・㈱アズウェル 

 ・福神㈱ 

 ・㈱大正堂 

 ㈱大正堂は平成16年７月１

日に株式交換により当社の完

全子会社となったため、当中

間連結会計期間より㈱大正堂

を連結子会社とし、支配獲得

日を当中間連結会計期間末と

みなし貸借対照表のみ連結し

ております。 

 また、ダイワ薬品㈱および

㈱小田島は、当中間連結会計

期間に株式の取得を行ったこ

とにより連結子会社となりま

した。 

 (1）連結子会社の数 １２社 

 主要な連結子会社の名称 

 ・アルフレッサ㈱ 

 ・アルフレッサファーマ㈱ 

 ㈱岡内勧弘堂および弘和薬

品㈱は、当中間連結会計期間

に株式交換を行ったことによ

り連結子会社となりました。

(1）連結子会社の数 １０社 

 主要な連結子会社の名称 

 ・アルフレッサ㈱ 

 ・アルフレッサファーマ㈱ 

 なお、日建産業㈱は平成17

年２月14日に株式の取得を行

ったことより当社の子会社と

なったため、当連結会計年度

より連結子会社とし、支配獲

得日を当連結会計年度末とみ

なし貸借対照表のみ連結して

おります。 

 また、当連結会計年度にお

いて、株式の取得によりダイ

ワ薬品㈱および㈱小田島が、

新規設立によりアルフレッサ

ピップトウキョウ㈱が連結子

会社となりました。 

  (2）主要な非連結子会社の名称 

 ・㈱小林薬品 

 ・㈱エーエムエス 

 連結の範囲から除いた理由 

 非連結子会社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資

産、売上高、中間純損益および

利益剰余金（持分に見合う額）

等は、いずれも中間連結財務諸

表に重要な影響をおよぼしてい

ないため連結の範囲から除いて

おります。 

 (2）主要な非連結子会社の名称 

     同 左 

  

 連結の範囲から除いた理由 

     同 左 

(2）主要な非連結子会社の名称 

 ・㈱小林薬品 

 ・㈱エーエムエス 

連結の範囲から除いた理由 

 非連結子会社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資

産、売上高、当期純損益および

利益剰余金（持分に見合う額）

等は、いずれも連結財務諸表 

に重要な影響をおよぼしていな

いため連結の範囲から除いてお

ります。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用会社の数  －社 

  

(1）持分法適用会社の数  －社 

  

(1）持分法適用会社の数  －社 

  

 (2）持分法を適用しない非連結子会

社および関連会社のうち主要な会

社等の名称 

 ・㈱小林薬品 

 ・㈱エーエムエス 

 ・㈱アドバンスト・ヘルスケ

ア・サービス 

 ・伊藤忠テクノケミカル㈱ 

 ・近鉄スマイルサプライ㈱ 

 持分法を適用しない理由 

 持分法非適用会社は、中間

純損益および利益剰余金等に

およぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がな

いため、持分法の適用範囲か

ら除外しております。 

(2）持分法を適用しない非連結子会

社および関連会社のうち主要な会

社等の名称 

 ・㈱小林薬品 

 ・㈱エーエムエス 

 ・㈱アドバンスト・ヘルスケ

ア・サービス 

 ・近鉄スマイルサプライ㈱ 

 持分法を適用しない理由 

 持分法非適用会社は、中間

純損益および利益剰余金等に

およぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がな

いため、持分法の適用範囲か

ら除外しております。 

(2）持分法を適用しない非連結子会

社および関連会社のうち主要な会

社等の名称 

 ・㈱小林薬品 

 ・㈱エーエムエス 

 ・㈱アドバンスト・ヘルスケ

ア・サービス 

 ・伊藤忠テクノケミカル㈱ 

 ・近鉄スマイルサプライ㈱ 

持分法を適用しない理由 

 持分法非適用会社は、当期

純損益および利益剰余金等に

およぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性が 

ないため、持分法の適用範囲

から除外しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

   なお、前連結会計年度まで

持分法を適用していた近鉄ス

マイルサプライ㈱は、当社グ

ループの経営統合に伴い持分

法の適用範囲を見直した結

果、中間純損益および利益剰

余金等におよぼす影響が軽微

であるため、持分法の適用範

囲から除外しております。 

       なお、前連結会計年度まで

持分法を適用していた近鉄ス

マイルサプライ㈱は、アルフ

レッサグループの経営統合に

伴い持分法の適用範囲を見直

した結果、当期純損益および

利益剰余金等におよぼす影響

が軽微であるため、持分法の

適用範囲から除外しておりま

す。 

３．連結子会社の中間決算日

（事業年度）等に関する事

項 

 国内連結子会社の中間決算日は、

中間連結財務諸表提出会社と同一の

９月30日であります。在外連結子会

社の中間決算日は、６月30日であり

ます。中間連結財務諸表の作成にあ

たっては、同日現在の中間財務諸表

を使用し、中間連結決算日との間に

生じた重要な取引については連結上

必要な調整を行っております。 

      同 左  国内連結子会社の決算日は、連結

財務諸表提出会社と同一の３月31日

であります。在外連結子会社の決算

日は、12月31日であります。連結財

務諸表の作成にあたっては、同日現

在の財務諸表を使用し、連結決算日

との間に生じた重要な取引について

は連結上必要な調整を行っておりま

す。 

４．会計処理基準に関する事

項 

 (1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

 ① 有価証券 

 その他有価証券 

 時価のあるもの 

 中間連結会計期間末日の

市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

 (1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

 ① 有価証券 

 その他有価証券 

 時価のあるもの 

 同 左 

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結会計年度末日の市場

価格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

 時価のないもの 

  移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

  同 左 

時価のないもの 

   同 左 

  ② デリバティブ 

  時価法 

 ② デリバティブ 

       同 左 

② デリバティブ 

   同 左 

  ③ たな卸資産 

 国内連結子会社は総平均法に

よる原価法 

 在外連結子会社は移動平均法

による原価法 

 ③ たな卸資産 

    同 左 

  

③ たな卸資産 

   同 左 

  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

 (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

  ① 有形固定資産 

 当社および国内連結子会社は

定率法を、また在外連結子会社

は定額法を採用しております。

 ただし、当社および国内連結

子会社は、平成10年４月１日以

降取得した建物（建物附属設備

は除く）については定額法を採

用しております。 

 なお、主な科目の耐用年数は

次のとおりであります。 

 建物及び構築物  ３～50

年 

 その他(機械装置及び運搬

具)４～15年 

 その他(工具器具及び備品)

２～20年 

 ① 有形固定資産 

        同 左 

  

  

  

  

  

① 有形固定資産 

    同 左 

  

  

  

  

  

  ② 無形固定資産 

  定額法 

 なお、ソフトウェア（自社利

用分）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用しております。

 ② 無形固定資産 

        同 左 

  

② 無形固定資産 

    同 左 

  

  ③ 長期前払費用 

 支出した費用の効果の及ぶ期

間にわたり均等償却 

 ③ 長期前払費用 

        同 左 

③ 長期前払費用 

    同 左 

  (3）重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒れ

による損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権など特定の債

権については、個別に回収可能

性を考慮した所要額を計上して

おります。 

 (3）重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

        同 左    

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

    同 左 

  ② 賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるた

め、支給見込額のうち当中間連

結会計期間負担相当額を計上し

ております。 

 ② 賞与引当金 

        同 左 

② 賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるた

め、支給見込額のうち当連結会

計年度負担相当額を計上してお

ります。 

  ③ 売上割戻引当金 

 連結子会社㈱アズウェルは、

中間連結会計期間末売掛金に対

し将来発生する見込みの売上割

戻しに備えるため、実績を基礎

にした割戻し見込額を計上して

おります。 

 ③ 売上割戻引当金 

 一部の連結子会社は、中間連

結会計期間末売掛金に対し将来

発生する見込みの売上割戻しに

備えるため、実績を基礎にした

割戻し見込額を計上しておりま

す。 

③ 売上割戻引当金 

 一部の連結子会社は、連結会

計年度末売掛金に対し将来発生

する見込みの売上割戻しに備え

るため、実績を基礎にした割戻

し見込額を計上しております。

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  ④ 返品調整引当金 

 商品の返品による損失に備え

るため、将来の返品に伴う損失

見込額を計上しております。 

 ④ 返品調整引当金 

     同 左 

④ 返品調整引当金 

    同 左 

  ⑤ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき、当中間連結会

計期間末において発生している

と認められる額を計上しており

ます。 

 過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費用処

理しております。 

 また、数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法によりそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費

用処理しております。 

 ⑤ 退職給付引当金 

        同 左 

  

  

⑤ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき計上しておりま

す。 

 過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により費用処

理しております。 

 また、数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法によりそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費

用処理しております。 

  ⑥ 役員退職慰労引当金 

 役員および執行役員の退職慰

労金支給に備えるため、内規に

基づく年間繰入見積額を期間で

配分して計上しております。 

 ただし、連結子会社㈱アズウ

ェルおよび福神㈱については、

平成16年９月27日の臨時株主総

会をもって役員退職慰労金制度

を廃止したため、平成16年９月

30日までの在任期間に対する未

払い分347百万円については、

「役員退職慰労引当金」を取崩

し、固定負債の「その他」に含

めて表示しております。 

 ⑥ 役員退職慰労引当金 

 一部の連結子会社は、役員お

よび執行役員の退職慰労金支給

に備えるため、内規に基づく年

間繰入見積額を期間で配分して

計上しております。 

  

⑥ 役員退職慰労引当金 

 一部の連結子会社は、役員お

よび執行役員の退職慰労金支給

に備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しておりま

す。 

  ただし、連結子会社アルフレ

ッサ㈱およびアルフレッサファ

ーマ㈱については、平成16年９

月27日の臨時株主総会をもって

役員退職慰労金制度を廃止した

ため、平成16年９月30日までの

在任期間に対する未払い分347

百万円については、「役員退職

慰労引当金」を取崩し、固定負

債の「その他」に含めて表示し

ております。 

  ⑦ 債務保証損失引当金 

 債務保証に係る損失に備える

ため、被保証先の財政状態等を

勘案し、損失負担見込額を計上

しております。 

 ⑦ 債務保証損失引当金 

        同 左 

⑦ 債務保証損失引当金 

    同 左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 連結子会社㈱アズウェルにおけ

る外貨建金銭債権債務は、中間連

結決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

 なお、在外子会社の資産および

負債は、中間決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、収益およ

び費用は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は資本の部に

おける為替換算調整勘定に含めて

計上しております。 

 (4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間連

結決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

 なお、在外子会社の資産および

負債は、中間決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、収益およ

び費用は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は資本の部に

おける為替換算調整勘定に含めて

計上しております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

 なお、在外子会社の資産および

負債は、決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、収益および費

用は期中平均相場により円貨に換

算し、換算差額は資本の部におけ

る為替換算調整勘定に含めて計上

しております。 

  (5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

 (5）重要なリース取引の処理方法 

      同 左 

(5）重要なリース取引の処理方法 

     同 左 

  (6）重要なヘッジ会計の方法 

 連結子会社㈱アズウェルが行っ

ております。 

 イ．ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。 

 また、為替変動リスクのヘッ

ジについて振当処理の要件を充

たしている場合には振当処理を

採用しております。 

 (6）重要なヘッジ会計の方法 

 イ．ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。 

  また、為替変動リスクのヘッ

ジについて振当処理の要件を充

たしている場合には振当処理を

採用しております。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

 イ．ヘッジ会計の方法 

     同 左 

  ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象  ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象  ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 ヘッジ対象 

為替予約 外貨建売掛金 

  外貨建買掛金 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

為替予約 外貨建売掛金 

  外貨建買掛金 

     同 左 

  ハ．ヘッジ方針 

 通常取引の範囲内において、

将来の取引市場での為替変動リ

スクを回避する目的においての

みヘッジを行っております。 

 ハ．ヘッジ方針 

 通常取引の範囲内において、

将来の取引市場での為替変動リ

スクを回避する目的においての

みヘッジを行っております。 

 ハ．ヘッジ方針 

     同 左 

  ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約においては、取引の

全てが将来の購入予定に基づく

ものであり、実行の可能性が極

めて高いため有効性の判定は省

略しております。 

 ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約においては、取引の

全てが将来の購入予定に基づく

ものであり、実行の可能性が極

めて高いため有効性の判定は省

略しております。 

 ニ．ヘッジ有効性評価の方法 

     同 左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (7）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税および地方消費税の会

計処理は税抜き方式によってお

ります。 

 (7）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

 消費税等の会計処理 

        同 左 

(7）その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項 

消費税等の会計処理 

    同 左 

６．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

 手許現金、随時引出し可能な預金

および容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資か

らなっております。 

      同 左       同 左 



表示方法の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

      ─────────── 

  

   営業活動によるキャッシュ・フローの

「未払金の減少額」は、前中間連結会計

期間において「その他」に含めて表示し

ておりましたが、金額的重要性が増した

ため区分掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間の「その

他」に含まれている「未払金の増加額」

は1,008百万円であります。     



追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（外形標準課税制度） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」(平

成15年法律第９号)が平成15年３月31日に公

布され、平成16年４月１日以後に開始する事

業年度より外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間連結会計期間から「法人事

業税における外形標準課税部分の損益計算書

上の表示についての実務上の取扱い」(平成

16年２月13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号)に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及び一般管

理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が145百

万円増加し、営業利益、経常利益及び税金等

調整前中間純利益が、同額減少しておりま

す。 

      ─────────── 

  

 （法人事業税における外形標準課税部分の連

結損益計算書上の表示方法） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成

15年法律第９号)が平成15年３月31日に公布さ

れ、平成16年４月１日以後に開始する事業年

度より外形標準課税制度が導入されたことに

伴い、当連結会計年度から「法人事業税にお 

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」(平成16年２月13

日企業会計基準委員会実務対応報告第12号)に

従い法人事業税の付加価値割及び資本割につ

いては、販売費及び一般管理費に計上してお 

ります。 

 この結果、販売費及び一般管理費が312百万

円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調

整前当期純利益が、同額減少しております。 

    



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

42,599百万円 45,237百万円 43,232百万円 

※２．担保に供している資産並びに担保付債

務は次のとおりであります。 

※２．担保に供している資産並びに担保付債

務は次のとおりであります。 

※２．担保に供している資産並びに担保付債

務は次のとおりであります。 

担保資産 担保資産 担保資産 

現金及び預金 378百万円

建物及び構築物 1,991 

土地 5,301 

投資有価証券 2,820 

その他（投資その他

の資産） 

797 

合計 11,290 

現金及び預金 503百万円

建物及び構築物 1,357 

土地 4,899 

投資有価証券 4,163 

その他（投資その他

の資産） 

177 

合計 11,101 

現金及び預金 379百万円

建物及び構築物 1,073 

土地 5,064 

投資有価証券 2,356 

その他（投資その他

の資産） 

381 

合計 9,255 

担保付債務 担保付債務 担保付債務 

支払手形及び買掛金 9,167百万円

短期借入金 1,680 

社債 500 

長期借入金 308 

合計 11,656 

支払手形及び買掛金 11,091百万円

短期借入金 1,142 

一年以内償還予定社

債 

500 

その他（流動負債） 53 

長期借入金 1,044 

合計 13,832 

支払手形及び買掛金 7,505百万円

短期借入金 2,331 

一年以内償還予定社

債 

500 

その他（流動負債） 52 

長期借入金 541 

合計 10,931 

 ３．保証債務 

 連結子会社以外の会社の仕入債務及び

金融機関からの借入、並びに従業員の金

融機関からの借入に対して、次のとおり

債務保証を行っております。 

 ３．保証債務 

 連結子会社以外の会社の仕入債務及び

金融機関からの借入、並びに従業員の金

融機関からの借入に対して、次のとおり

債務保証を行っております。 

 ３．保証債務 

 連結子会社以外の会社の仕入債務及び

金融機関からの借入、並びに従業員の金

融機関からの借入に対して、次のとおり

債務保証を行っております。 

㈱ソーワ 1,085百万円

㈲コーフク商事 846 

㈱アドバンスト・ヘル

スケア・サービス 

588 

㈱ティーエッチエル 250 

従業員 76 

メディカルデータベー

ス㈱ 

24 

合計 2,871 

㈱ソーワ 1,025百万円

㈲コーフク商事 713 

㈱アドバンスト・ヘル

スケア・サービス 

610 

日建ヘルスメディカル

㈱ 

230 

岡内デリバリーサービ

ス㈱ 

165 

㈱四国中検 110 

㈱ファイン総合研究所 100 

千金丹メディカルワー

ク㈱ 

48 

従業員 44 

㈲あかね商事 26 

岡内ヘルスケア㈱ 17 

アークファーマシー㈱ 6 

合計 3,099 

㈱ソーワ 1,096百万円

㈲コーフク商事 789 

㈱アドバンスト・ヘル

スケア・サービス 

487 

㈱ティーエッチエル 300 

日建ヘルスメディカル

㈱ 

230 

㈱ファイン総合研究所 100 

従業員 55 

メディカルデータベー

ス㈱ 

24 

合計 3,083 

 ４．受取手形割引高 0百万円  ４．受取手形割引高 0百万円  ４．受取手形割引高 0百万円

※５．仮払消費税等および仮受消費税等は、

相殺のうえ、金額的重要性が乏しいた

め、流動資産の「その他」に含めて表示

しております。 

───────────       ─────────── 

─────────── ※６．仮払消費税等および仮受消費税等は、

相殺のうえ、金額的重要性が乏しいた

め、流動負債の「その他」に含めて表示

しております。 

      ─────────── 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

給与手当 16,103百万円

賞与 724 

賞与引当金繰入額 3,551 

退職給付費用 2,142 

役員退職慰労引当金繰

入額 

30 

福利厚生費 2,592 

減価償却費 1,098 

荷造運送費 4,435 

給与手当 18,103百万円

賞与 170 

賞与引当金繰入額 4,337 

退職給付費用 2,189 

役員退職慰労引当金繰

入額 

16 

福利厚生費 2,655 

減価償却費 1,664 

荷造運送費 4,166 

給与手当 32,879百万円

賞与 4,786 

賞与引当金繰入額 4,236 

退職給付費用 4,413 

役員退職慰労引当金繰

入額 

113 

福利厚生費 5,149 

減価償却費 2,410 

荷造運送費 8,572 

      ─────────── ※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりで

あります。 

      ─────────── 

 土地 98百万円

建物及び構築物 0 

計 98 

 

      ─────────── ※３．固定資産売却損の内訳は次のとおりで

あります。 

      ─────────── 

 建物及び構築物 7百万円

その他(工具器具及び備

品) 

0 

無形固定資産（電話加

入権） 

1 

計 10 

 

※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物 40百万円

無形固定資産（ソフト

ウェア） 

15 

その他 2 

固定資産解体撤去費用 22 

計 82 

建物及び構築物 16百万円

その他(機械装置及び運

搬具) 

28 

その他(工具器具及び備

品) 

18 

無形固定資産（ソフト

ウェア） 

1 

その他 5 

固定資産解体撤去費用 26 

計 96 

建物及び構築物 172百万円

その他(機械装置及び運

搬具) 

5 

その他(工具器具及び備

品) 

54 

固定資産解体撤去費用 41 

計 273 

※５．減損損失 

 当中間連結会計期間において当社グル

ープは以下の資産グループについて減損

損失を計上いたしました。 

※５．減損損失 

 当中間連結会計期間において当社グル

ープは以下の資産グループについて減損

損失を計上いたしました。 

※５．減損損失 

 当連結会計年度において当社グループ

は以下の資産グループについて減損損失

を計上いたしました。 

場所 用途 種類 

旧越谷営業所土地

(埼玉県越谷市)等

12箇所 

遊休不動産 

土地、建物

及び構築物 

三重北勢支店等事

業所４箇所 

事業用不動

産 

場所 用途 種類 

旧太田支店土地

(群馬県太田市)等

６箇所 

遊休不動産 

土地、建物

及び構築物

豊橋支店(愛知県

豊橋市)等６箇所 

事業用不動

産 

場所 用途 種類 

旧練馬第一支店土

地 

（東京都練馬区） 

等22箇所 

遊休不動産 

土地、建物

及び構築物

藤枝支店 

（静岡県藤枝市） 

等15箇所 

事業用不動

産 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 当社グループは、事業用不動産につい

ては各事業所を、遊休不動産および賃貸

用不動産については各物件を、資産グル

ープとしております。 

 事業の用に供していない遊休不動産に

ついては、継続的な地価の下落により、

減損損失90百万円を認識しました。主な

減損損失は土地であります。回収可能価

額は正味売却価額により測定し、不動産

鑑定士による査定額等を基準に評価して

おります。 

 事業用不動産については、継続的な地

価の下落により減損損失31百万円を認識

しました。主な減損損失は土地でありま

す。なお、回収可能価額の測定は遊休不

動産と同じであります。 

 当社グループは、事業用不動産につい

ては各事業所を、遊休不動産および賃貸

用不動産については各物件を、資産グル

ープとしております。 

 事業の用に供していない遊休不動産に

ついては、継続的な地価の下落により、

減損損失34百万円を認識しました。主な

減損損失は土地であります。回収可能価

額は正味売却価額により測定し、不動産

鑑定士による査定額等を基準に評価して

おります。 

 事業用不動産については、継続的な地

価の下落により減損損失141百万円を認

識しました。主な減損損失は土地であり

ます。なお、回収可能価額の測定は遊休

不動産と同じであります。 

 当社グループは、事業用不動産につい

ては各事業所を、遊休不動産および賃貸

用不動産については各物件を、資産グル

ープとしております。 

  事業の用に供していない遊休不動産に

ついては、予想し得ない継続的な地価の

下落により、減損損失194百万円を認識し

ました。主な減損損失は土地でありま

す。回収可能価額は正味売却価額により

測定し、不動産鑑定士による査定額等を

基準に評価しております。 

  事業用不動産については、継続的な地

価の下落により減損損失577百万円を認識

しました。主な減損損失は土地497百万

円、建物75百万円であります。なお、回

収可能価額の測定は遊休不動産と同じで

あります。 

  

※６．統合費用は、連結子会社の経営統合に

関連して発生した営業拠点再編費用等で

あります。 

      ───────────  ※６．統合費用は、連結子会社の経営統合に

関連して発生した営業拠点再編費用等で

あります。 

      ───────────       ───────────  ※７．早期退職金は、連結子会社において行

った希望退職の募集に伴うものでありま

す。 

  



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 42,990百万円

有価証券勘定 9,828 

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 

△2,077 

償還期間が３ヶ月を超える

債券 

△99 

現金及び現金同等物 50,641 

現金及び預金勘定 45,801百万円

有価証券勘定 1,061 

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 

△2,502 

現金及び現金同等物 44,360 

現金及び預金勘定 57,148百万円

有価証券勘定 2,254 

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 

△1,923 

償還期間が３ヶ月を超える

債券 

△99 

現金及び現金同等物 57,379 



（リース取引関係） 

次へ  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

その他(機
械装置及
び運搬具) 

2,822 1,298 1,523 

その他(工
具器具及
び備品) 

5,847 2,853 2,994 

無形固定
資産 
(ソフトウ
ェア) 

6,626 1,869 4,756 

合計 15,296 6,020 9,275 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

その他(機
械装置及
び運搬具) 

3,273 1,648 1,624 

その他(工
具器具及
び備品) 

6,086 3,043 3,043 

無形固定
資産 
(ソフトウ
ェア) 

7,878 3,682 4,196 

合計 17,238 8,374 8,864 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

その他(機
械装置及
び運搬具) 

3,576 1,781 1,795 

その他(工
具器具及
び備品) 

6,560 3,145 3,415 

無形固定
資産 
(ソフトウ
ェア) 

7,845 2,942 4,902 

合計 17,983 7,869 10,113 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 3,051百万円

１年超 6,589 

合計 9,640 

１年内 3,360百万円

１年超 5,914 

合計 9,274 

１年内 3,661百万円

１年超 6,932 

合計 10,594 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 1,672百万円

減価償却費相当額 1,568 

支払利息相当額 120 

支払リース料 1,924百万円

減価償却費相当額 1,796 

支払利息相当額 123 

支払リース料 3,892百万円

減価償却費相当額 3,649 

支払利息相当額 274 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

      同 左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

      同 左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については利息法によって

おります。 

(5）利息相当額の算定方法 

      同 左 

(5）利息相当額の算定方法 

      同 左 

２．オペレーティング・リース取引 

(1）借手側 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

(1）借手側 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

(1）借手側 

未経過リース料 

１年内 605百万円

１年超 2,342 

合計 2,947 

１年内 517百万円

１年超 2,064 

合計 2,581 

１年内 1,269百万円

１年超 2,819 

合計 4,089 

(2）貸手側 

未経過リース料 

(2）貸手側 

未経過リース料 

(2）貸手側 

未経過リース料 

１年内 22百万円

１年超 46 

合計 69 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はない

ため、項目等の記載は省略しております。

１年内 22百万円

１年超 25 

合計 48 

１年内 22百万円

１年超 36 

合計 59 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間（平成16年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） その他有価証券で時価のある株式について16百万円減損処理を行っております。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注） その他有価証券で非上場株式（店頭売買株式を除く）について0百万円減損処理を行っております。 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 6,862 16,804 9,941 

(2）債券       

国債・地方債等 9 11 2 

社債 59 90 30 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 6,931 16,906 9,974 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）子会社株式および関連会社株式   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 666 

(2）その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 811 

マネー・マネジメント・ファンド 5,229 

非上場内国債券 3,599 

コマーシャル・ペーパー 999 

その他 0 



当中間連結会計期間（平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） その他有価証券で時価のある株式について 1百万円減損処理を行っております。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注） その他有価証券で非上場株式について 0百万円減損処理を行っております。 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 9,237 24,531 15,293 

(2）債券       

国債・地方債等 9 10 1 

社債 302 307 5 

その他 29 34 4 

(3）その他 4 5 0 

合計 9,584 24,889 15,305 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）子会社株式および関連会社株式   

非上場株式 1,112 

(2）その他有価証券   

非上場株式 901 

マネー・マネジメント・ファンド 60 

非上場内国債券 0 

コマーシャル・ペーパー 999 

その他 1 



前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（平成16年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、開示の対象から除外しております。また、その他

のデリバティブ取引については、外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見

書」（企業会計審議会 平成11年10月22日））における外貨建金銭債権債務等に振当処理の適用できるデリバテ

ィブ取引に該当するため、開示の対象から除外しております。 

当中間連結会計期間（平成17年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、開示の対象から除外しております。また、その他

のデリバティブ取引については、外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見

書」（企業会計審議会 平成11年10月22日））における外貨建金銭債権債務等に振当処理の適用できるデリバテ

ィブ取引に該当するため、開示の対象から除外しております。 

前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、開示の対象から除外しております。また、その他

のデリバティブ取引については、外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見

書」（企業会計審議会 平成11年10月22日））における外貨建金銭債権債務等に振当処理の適用できるデリバテ

ィブ取引に該当するため、開示の対象から除外しております。 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 7,195 19,275 12,079 

(2）債券       

国債・地方債等 9 11 1 

社債 1 2 0 

その他 － － － 

(3）その他 12 19 7 

合計 7,218 19,308 12,089 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）子会社株式および関連会社株式   

非上場株式 722 

(2）その他有価証券   

非上場株式 883 

マネー・マネジメント・ファンド 55 

非上場内国債券 599 

コマーシャル・ペーパー 1,599 

その他 0 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、内部管理上使用している区分および日本産業分類に基づき、事業形態を考慮して区分しており

ます。 

２．各事業区分の主要製品 

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、内部管理上使用している区分および日本産業分類に基づき、事業形態を考慮して区分しており

ます。 

２．各事業区分の主要製品 

  
医薬品等卸
売事業 
（百万円） 

医薬品等製
造事業 
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 559,527 8,228 188 567,944 － 567,944 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ 2,093 1,541 3,635 (3,635) － 

計 559,527 10,322 1,730 571,580 (3,635) 567,944 

営業費用 556,210 10,013 1,637 567,861 （3,496) 564,364 

営業利益 3,317 308 93 3,718 (138) 3,579 

事業区分 主要製品名 

医薬品等卸売事業 医薬品、医療用検査試薬、医療機器・用具・材料、その他 

医薬品等製造事業 医薬品、医療用検査試薬、医療機器・用具、その他 

その他事業 運送業、倉庫業、保険代理業 

  
医薬品等卸
売事業 
（百万円） 

医薬品等製
造事業 
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 659,520 7,983 222 667,726 － 667,726 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
2 2,376 1,595 3,975 (3,975) － 

計 659,523 10,360 1,818 671,701 (3,975) 667,726 

営業費用 655,474 10,292 1,787 667,553 (4,066) 663,487 

営業利益 4,048 67 31 4,148 91 4,239 

事業区分 主要製品名 

医薬品等卸売事業 医薬品、医療用検査試薬、医療機器・用具・材料、その他 

医薬品等製造事業 医薬品、医療用検査試薬、医療機器・用具、その他 

その他事業 運送業、倉庫業、保険代理業 



前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、内部管理上使用している区分および日本産業分類に基づき、事業形態を考慮して区分しており

ます。 

２．各事業区分の主要製品 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

 当中間連結会計期間における全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合は90％を超えているた

め、記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 当中間連結会計期間における全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合は90％を超えているた

め、記載を省略しております。 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 当連結会計年度における全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合は90％を超えているため、記

載を省略しております。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

 当中間連結会計期間における海外売上高は連結売上高の10％未満であるため記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 当中間連結会計期間における海外売上高は連結売上高の10％未満であるため記載を省略しております。 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 当連結会計年度における海外売上高は連結売上高の10％未満であるため記載を省略しております。 

  
医薬品等卸
売事業 
（百万円） 

医薬品等製
造事業 
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 1,178,489 16,412 411 1,195,313 － 1,195,313 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
1 4,468 3,150 7,619 (7,619) － 

計 1,178,490 20,881 3,561 1,202,933 (7,619) 1,195,313 

営業費用 1,172,731 20,421 3,400 1,196,552 (7,773) 1,188,779 

営業利益 5,759 459 161 6,380 153 6,534 

事業区分 主要製品名 

医薬品等卸売事業 医薬品、医療用検査試薬、医療機器・用具・材料、その他 

医薬品等製造事業 医薬品、医療用検査試薬、医療機器・用具、その他 

その他事業 運送業、倉庫業、保険代理業 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 3,279円 47銭 3,435円 56銭 3,281円 01銭 

１株当たり中間（当期）純利益 90円 41銭 90円 42銭 91円 81銭 

   なお、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益について

は、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

     同 左  なお、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

中間（当期）純利益（百万円） 3,080 3,209 3,207 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 84 

（うち利益処分による役員賞与金） 

（百万円） 
(－） (－） (84) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
3,080 3,209 3,123 

期中平均株式数（千株） 34,073 35,494 34,020 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

（希望退職者の募集） 

 当社の完全子会社であるアルフレッサ株

式会社では、抜本的なコスト削減に取り組

む「ローコスト推進委員会」を設置し、一

層の合理化、効率化に早急に取り組むこと

といたしました。特に人員適正化につきま

しては統合後の急務と判断し、希望退職者

の募集を行うことといたしました。 

概 要 

１．募集対象者 

 平成16年10月１日現在にて、満40歳以上

満58歳以下の正社員 

２．募集人数    300名を予定 

３．募集期間 

 平成16年12月１日から平成16年12月20日

まで 

４．退職日 平成17年１月31日(予定) 

５．その他 

 本退職者に対して、退職割増金を支払う

とともに、再就職斡旋支援を行います。 

６．退職金総額の見込み額 

 今回の募集において希望退職人員が予定

数に達した場合、特別退職金の支給による

特別損失として4,100百万円の計上を見込

んでおります。 

１．株式交換による成和産業株式会社の完

全子会社化について 

 当社は、平成17年５月12日に成和産業株

式会社との間で株式交換契約を締結し、平

成17年６月29日開催の当社定時株主総会の

承認決議を経て、平成17年10月１日をもっ

て、当社の完全子会社とする株式交換を行

いました。 

(1)株式交換の目的 

 当社と当社の連結子会社であるアルフレ

ッサ株式会社は成和産業株式会社と業務提

携をしておりましたが、経営資源の有効か

つ効率的な活用を図り、アルフレッサグル

ープとして更なる企業価値向上を目指すた

め、当社は成和産業株式会社と株式交換を

行い、完全子会社とすることにいたしまし

た。 

(2)株式交換比率 

 成和産業株式会社の株式１株に対して当

社の株式0.277株を割当て交付します。 

(3)成和産業株式会社の概要 

事業内容 医薬品卸売事業等 

設立年月日 昭和22年４月７日 

本店所在地 広島市西区商工センター一丁 

            目２番19号 

代表者 代表取締役社長 高橋英富 

資本金 1,144百万円（平成17年９月30日

現 

                     在） 

株主資本 8,238百万円（平成17年９月30

日 

                       現在） 

総資産 37,495百万円（平成17年９月30日 

                      現在） 

２．明祥株式会社との株式交換に関する覚

書締結について 

 当社は、平成17年12月６日開催の取締役

会において、平成18年４月１日を目処に、

商法第352条に基づく株式交換を行い、明

祥株式会社を完全子会社とすることを決議

し、同日、株式交換に関する覚書を締結い

たしました。 

(1)株式交換の目的 

 当社と明祥株式会社は、平成17年９月13

日にアルフレッサグループとして一体とな

った経営体制の実現を図ることが最善の選

択肢であると判断し、経営統合を進めてい

くことについて基本合意を締結いたしまし

た。その後、両社にて設置した経営検討委 

１．株式交換による株式会社岡内勧弘堂、

弘和薬品株式会社およびダイワ薬品株式会

社の完全子会社化について 

 当社は、平成17年１月11日に株式会社岡

内勧弘堂、弘和薬品株式会社およびダイワ

薬品株式会社との間で締結した株式交換契

約に基づき、平成17年４月１日をもって、

３社を当社の完全子会社とする簡易株式交

換を行いました。 

(1)株式交換の目的 

アルフレッサグループとして経営資源の有

効かつ効果的な活用を図り、更なる企業価

値の向上を目指し、当社を完全親会社とす

る当該株式交換を行い、３社を完全子会社

とすることにいたしました。 

(2)株式交換比率 

株式会社岡内勧弘堂の株式１株に対して当

社の株式0.945株、弘和薬品株式会社の株式

１株に対して当社の株式6.243株、ダイワ薬

品株式会社の株式１株に対して当社の株式

0.483株を割当交付します。 

(3)各社の概要 

①株式会社岡内勧弘堂 

事業内容 医薬品等卸売事業 

設立年月日 昭和23年10月14日 

住所 香川県高松市亀井町４番地２ 

代表者の氏名 代表取締役社長 岡内伸介 

資本金 46百万円（平成17年３月31日現 

         在） 

株主資本 3,030百万円（平成17年３月31 

            日現在） 

総資産 8,444百万円（平成17年３月31日  

                     現在） 

②弘和薬品株式会社 

事業の内容 医薬品卸売事業等 

設立年月日 昭和32年11月５日 

住所 徳島県徳島市川内町平石夷野224番地 

      29 

代表者の氏名 代表取締役社長 岡内隆三 

資本金 55百万円（平成17年３月31日現 

                  在） 

株主資本 3,208百万円（平成17年３月31日 

                       現在） 

総資本 7,533百万円（平成17年３月31日現 

                     在） 

 



前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

 員会にて、経営統合の具体的な形態・方法

およびスケジュールの詳細を検討した結

果、当社が株式交換により明祥株式会社を

完全子会社化することといたしました。 

(2)株式交換の条件等 

①日程の概要 

平成17年12月20日（予定） 

    株式交換契約書締結取締役会 

平成18年２月15日（予定） 

    株式交換契約書承認株主総会    

    （明祥株式会社） 

平成18年２月15日（予定） 

    株式交換契約書承認株主総会 

    （当社） 

平成18年４月１日（予定） 

     株式交換期日 

②株式交換比率 

 明祥株式会社の株式１株に対して当社の

株式３株を割当て交付します。 

(3)明祥株式会社の概要 

事業内容 医薬品卸売事業等 

設立年月日 昭和38年12月19日 

本店所在地 石川県金沢市無量寺町ハ1番地 

代表者 代表取締役社長 石黒 傳六 

資本金 395百万円（平成17年３月31日現 

                   在） 

株主資本 10,576百万円（平成17年３月31日 

                       現在） 

総資産 35,210百万円（平成17年３月31日現 

                     在） 

  

③ダイワ薬品株式会社 

事業の内容 医薬品卸売事業等 

設立年月日 昭和21年６月17日 

住所 愛媛県松山市問屋町９番29号 

代表者の氏名 代表取締役社長 川島陞 

資本金 60百万円（平成17年３月31日現 

                  在） 

株主資本 3,073百万円（平成17年３月31日 

                       現在） 

総資本 11,184百万円（平成17年３月31日 

                      現在） 

２．株式交換による成和産業株式会社の完

全子会社化について 

 当社は、平成17年５月12日開催の取締役

会において、平成17年10月１日に、商法第

352条に基づく株式交換を行い、これに基づ

いて新株を発行し成和産業株式会社を完全

子会社とすることを決議し、同日、成和産

業株式会社と「株式交換契約書」を締結い

たしました。なお、本件については平成17

年６月29日開催の定時株主総会において承

認決議されました。 

(1)株式交換の目的 

 当社と当社の連結子会社であるアルフレ

ッサ株式会社は成和産業株式会社と業務提

携をしておりましたが、経営資源の有効か

つ効率的な活用を図り、アルフレッサグル

ープとして更なる企業価値向上を目指すた

め、当社は成和産業株式会社と株式交換を

行い、完全子会社とすることにいたしまし

た。 

(2)株式交換の条件等 

①日程の概要 

平成17年６月28日株式交換契約書承認株主

総会 

（成和産業株式会社） 

平成17年６月29日株式交換契約書承認株主

総会 

（当社） 

平成17年10月１日（予定） 株式交換期日 

②株式交換比率 

 成和産業株式会社の株式１株に対して当

社の株式0.277株を割当て交付します。 

(3)成和産業株式会社の概要 

事業内容 医薬品卸売事業等 

設立年月日 昭和22年４月７日 

本店所在地 広島市西区商工センター一丁 

            目２番19号 

代表者 代表取締役社長 高橋英富 

 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

  資本金 1,144百万円（平成17年３月31日現 

                     在） 

株主資本 8,448百万円（平成17年３月31日 

                       現在） 

総資産38,170百万円（平成17年３月31日現 

                    在） 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１．現金及び預金   5,538     3,061     2,241     

２．有価証券   1,099     999     1,699     

３．その他 ※２ 831     236     1,104     

流動資産合計     7,470 7.1   4,298 3.8   5,044 4.9 

Ⅱ 固定資産                     

１．有形固定資産 ※１   37 0.0   34 0.0   34 0.0 

２．投資その他の資産                     

(1) 関係会社株式   98,064     107,785     98,472     

(2) その他   85     118     116     

投資その他の資産
合計 

    98,149 92.9   107,904 96.2   98,588 95.1 

固定資産合計     98,187 92.9   107,939 96.2   98,623 95.1 

資産合計     105,657 100.0   112,237 100.0   103,668 100.0 

          

 



    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１．賞与引当金   16     19     25     

２．その他 ※３ 89     49     66     

流動負債合計     106 0.1   68 0.1   92 0.1 

Ⅱ 固定負債                     

１．繰延税金負債   1,491     1,447     1,461     

固定負債合計     1,491 1.4   1,447 1.3   1,461 1.4 

負債合計     1,598 1.5   1,515 1.4   1,553 1.5 

            

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     3,450 3.3   3,635 3.2   3,450 3.3 

Ⅱ 資本剰余金                     

１．資本準備金   92,287     101,415     92,287     

２．その他資本剰余金   －     7     －     

資本剰余金合計     92,287 87.3   101,422 90.4   92,287 89.0 

Ⅲ 利益剰余金                     

１．中間（当期）未処
分利益 

  8,418     9,199     8,994     

利益剰余金合計     8,418 8.0   9,199 8.2   8,994 8.7 

Ⅳ 自己株式     △96 △0.1   △3,534 △3.2   △2,617 △2.5 

資本合計     104,059 98.5   110,722 98.6   102,115 98.5 

負債資本合計     105,657 100.0   112,237 100.0   103,668 100.0 

          



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 営業収益                     

１．受取配当金   3,899     1,086     5,352     

２．経営指導料   302 4,201 100.0 424 1,511 100.0 724 6,077 100.0 

Ⅱ 営業費用                     

１．一般管理費   377 377 9.0 444 444 29.4 813 813 13.4 

営業利益     3,824 91.0   1,067 70.6   5,263 86.6 

Ⅲ 営業外収益 ※１   4 0.1   4 0.3   5 0.1 

Ⅳ 営業外費用 ※２   27 0.6   16 1.1   35 0.6 

経常利益     3,800 90.5   1,055 69.8   5,233 86.1 

税引前中間（当
期）純利益 

    3,800 90.5   1,055 69.8   5,233 86.1 

法人税、住民税及
び事業税 

  0     0     1     

法人税等調整額   △39 △38 △0.9 △9 △8 △0.6 △46 △45 △0.8 

中間（当期）純利
益 

    3,839 91.4   1,063 70.4   5,278 86.9 

前期繰越利益     4,579     8,135     4,579   

中間配当額     －     －     863   

中間（当期）未処
分利益 

    8,418     9,199     8,994   

          



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

追加情報  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

有価証券 

子会社株式 

   同 左 

その他有価証券 

時価のないもの 

  同 左 

有価証券 

子会社株式 

   同 左 

その他有価証券 

時価のないもの 

   同 左 

２．固定資産の減価償却の

方法 

 有形固定資産 

 定率法 

 有形固定資産 

同 左 

 有形固定資産 

同 左 

３．引当金の計上基準 賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるた

め、支給見込額のうち当中間会計

期間負担相当額を計上しておりま

す。 

賞与引当金 

同 左 

賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるた

め、支給見込額のうち当期負担相

当額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同 左 同 左 

５．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理 

 消費税および地方消費税の会計

処理は税抜き方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同 左 

消費税等の会計処理 

同 左 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

      ───────────       ─────────── （法人事業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示方法） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成

15年法律第９号)が平成15年３月31日に公布さ

れ、平成16年４月１日以後に開始する事業年

度より外形標準課税制度が導入されたことに

伴い、当事業年度から「法人事業税における 

外形標準課税部分の損益計算書上の表示につ

いての実務上の取扱い」(平成16年２月13日企

業会計基準委員会実務対応報告第12号)に従い

法人事業税の付加価値割及び資本割について

は、一般管理費に計上しております。 

 この結果、一般管理費が13百万円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益

が、同額減少しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（平成17年９月30日） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

              ３百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

               10百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

               ７百万円 

※２．仮払消費税等および仮受消費税等は、

相殺のうえ、金額的重要性が乏しいた

め、流動資産の「その他」に含めて表

示しております。 

───────────  ───────────  

───────────  ※３．仮払消費税等および仮受消費税等は、

相殺のうえ、金額的重要性が乏しいた

め、流動負債の「その他」に含めて表

示しております。 

───────────  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 

  

1百万円

  

受取利息 

還付加算金 

0百万円

3 

受取利息 

還付加算金 

2百万円

3 

※２．営業外費用のうち主要なもの 

支払手数料 25百万円

※２．営業外費用のうち主要なもの 

支払手数料 16百万円

※２．営業外費用のうち主要なもの 

支払手数料 31百万円

 ３．減価償却実施額 

有形固定資産 2百万円

 ３．減価償却実施額 

有形固定資産 3百万円

 ３．減価償却実施額 

有形固定資産 5百万円



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

有形固定
資産 
（器具及
び備品） 

10 1 8 

合計 10 1 8 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

有形固定
資産 
（器具及
び備品） 

10 4 6 

合計 10 4 6 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

有形固定
資産 
（器具及
び備品） 

10 2 7 

合計 10 2 7 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 2百万円

１年超 6 

合計 8 

１年内 2百万円

１年超 3 

合計 6 

１年内 2百万円

１年超 5 

合計 7 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 1百万円

減価償却費相当額 1 

支払利息相当額 0 

支払リース料 1百万円

減価償却費相当額 1 

支払利息相当額 0 

支払リース料 2百万円

減価償却費相当額 2 

支払利息相当額 0 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

      同 左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

      同 左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については利息法によって

おります。 

(5）利息相当額の算定方法 

      同 左 

(5）利息相当額の算定方法 

      同 左 

  

  

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はない

ため、項目等の記載は省略しております。 

  

       



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 3,014円  41銭 3,119円 42銭 3,018円 22銭 

１株当たり中間（当期）純利

益 
112円  42銭 29円 92銭 154円 51銭 

   なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益については、潜在株

式が存在しないため記載しており

ません。 

同 左  なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益については、潜在株

式が存在しないため記載しており

ません。 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

中間（当期）純利益（百万円） 3,839 1,063 5,278 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 13 

 （うち利益処分による役員賞与金） （－） （－） （13） 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
3,839 1,063 5,265 

期中平均株式数（千株） 34,154 35,551 34,077 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

───────────  
１．株式交換による成和産業株式会社の完

全子会社化について 

 当社は、平成17年５月12日に成和産業株

式会社との間で株式交換契約を締結し、平

成17年６月29日開催の当社定時株主総会の

承認決議を経て、平成17年10月１日をもっ

て、当社の完全子会社とする株式交換を行

いました。 

 なお、詳細につきましては、１．中間連

結財務諸表等（１）中間連結財務諸表の

（重要な後発事象）に記載のとおりであり

ます。 

  

２．株式交換による明祥株式会社の完全子

会社化について 

 当社は、平成17年12月６日開催の取締役

会において、平成18年４月１日を目処に、

商法第352条に基づく株式交換を行い、明祥

株式会社を完全子会社とすることを決議

し、同日、株式交換に関する覚書を締結い

たしました。 

 なお、詳細につきましては、１．中間連

結財務諸表等（１）中間連結財務諸表の

（重要な後発事象）に記載のとおりであり

ます。 

１．株式交換による株式会社岡内勧弘堂、弘

和薬品株式会社およびダイワ薬品株式会社の

完全子会社化について 

 当社は、平成17年１月11日に株式会社岡内

勧弘堂、弘和薬品株式会社およびダイワ薬品

株式会社との間で締結した株式交換契約に基

づき、平成17年４月１日をもって、３社を当

社の完全子会社とする簡易株式交換を行いま

した。 

 なお、詳細につきましては、１．連結財務

諸表等（１）連結財務諸表の（重要な後発事

象）に記載のとおりであります。 

２．株式交換による成和産業株式会社の完全

子会社化について 

 当社は、平成17年５月12日開催の取締役会

において、平成17年10月１日に、商法第352

条に基づく株式交換を行い、これに基づいて

新株を発行し成和産業株式会社を完全子会社

とすることを決議し、同日、成和産業株式会

社と「株式交換契約書」を締結いたしまし

た。なお、本件については平成17年６月29日

開催の定時株主総会において承認決議されま

した。 

 なお、詳細につきましては、１．連結財務

諸表等（１）連結財務諸表の（重要な後発事

象）に記載のとおりであります。 



(2）【その他】 

平成17年11月16日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

  （１）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・1,206百万円 

  （２）１株当たりの配当金額・・・・・・・・・・・・・34円00銭 

  （３）支払請求の効力発生日および支払開始日・・・・・平成17年12月５日   

（注）平成17年９月30日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払うもの

といたします。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

１．有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第２期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出 

２．臨時報告書 

 平成17年５月12日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号および第６号の２（株式交換による増資）の規定に基づく臨

時報告書であります。 

 平成17年10月３日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく臨時報告書でありま

す。 

３．自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自平成17年３月１日 至平成17年３月31日）平成17年４月８日関東財務局長に提出 

 報告期間（自平成17年４月１日 至平成17年４月30日）平成17年５月12日関東財務局長に提出 

 報告期間（自平成17年５月１日 至平成17年５月31日）平成17年６月７日関東財務局長に提出 

 報告期間（自平成17年６月１日 至平成17年６月30日）平成17年７月１日関東財務局長に提出 

４．自己株券買付状況報告書の訂正報告書 

平成17年６月７日関東財務局長に提出 

 平成17年５月12日提出の自己株券買付状況報告書に係る訂正報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成16年12月10日

アルフレッサ ホールディングス株式会社   

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  

  

 指 定 社 員 

 業務執行社員
  公認会計士  桑 野 知 泰  

  
 指 定 社 員 

 業務執行社員
  公認会計士  小佐野   浩 

  

  

 指 定 社 員 

 業務執行社員
  公認会計士  山 本   守 

  
 指 定 社 員 

 業務執行社員
  公認会計士  松 井 隆 雄 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアルフ

レッサ ホールディングス株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損

益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、アルフレッサ ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                  以  上

（注）上記は、当社(半期報告書提出会社)が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成17年12月12日

アルフレッサ ホールディングス株式会社   

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  

  

 指 定 社 員 

 業務執行社員
  公認会計士  桑 野 知 泰  

  

  

 指 定 社 員 

 業務執行社員
  公認会計士  山 本   守 

  

  

 指 定 社 員 

 業務執行社員
  公認会計士  平 井   清 

  
 指 定 社 員 

 業務執行社員
  公認会計士  松 井 隆 雄 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアルフ

レッサ ホールディングス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損

益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、アルフレッサ ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成17年10月１日をもって成和産業株式会社を完全子会社とする

    株式交換を実施した。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成18年４月１日を目処に明祥株式会社を完全子会社とする株式

    交換に関する覚書を平成17年12月６日に締結した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                  以  上

（注）上記は、当社(半期報告書提出会社)が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成16年12月10日

アルフレッサ ホールディングス株式会社   

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  

  

 指 定 社 員 

 業務執行社員
  公認会計士  桑 野 知 泰  

  
 指 定 社 員 

 業務執行社員
  公認会計士  小佐野   浩 

  

  

 指 定 社 員 

 業務執行社員
  公認会計士  山 本   守 

  
 指 定 社 員 

 業務執行社員
  公認会計士  松 井 隆 雄 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアルフ

レッサ ホールディングス株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第２期事業年度の中間会計期間（平

成16年４月１日から平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書につい

て中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、アルフレッサ ホールディングス株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期

間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                  以  上

（注）上記は、当社(半期報告書提出会社)が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成17年12月12日

アルフレッサ ホールディングス株式会社   

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  

  

 指 定 社 員 

 業務執行社員
  公認会計士  桑 野 知 泰  

  

  

 指 定 社 員 

 業務執行社員
  公認会計士  山 本   守 

  

  

 指 定 社 員 

 業務執行社員
  公認会計士  平 井   清 

  
 指 定 社 員 

 業務執行社員
  公認会計士  松 井 隆 雄 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアルフ

レッサ ホールディングス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第３期事業年度の中間会計期間（平

成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書につい

て中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、アルフレッサ ホールディングス株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期

間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成17年10月１日をもって成和産業株式会社を完全子会社とする

    株式交換を実施した。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成18年４月１日を目処に明祥株式会社を完全子会社とする株式

    交換に関する覚書を平成17年12月６日に締結した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                  以  上

（注）上記は、当社(半期報告書提出会社)が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。 
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